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第二溜池幹線は，上流側（仕上り内径6 500mm×延長1 995m）および下流側（仕上り内径8 000mm×延

長2 517m）からなる全長4 512mの幹線であり，土被り約40mの大深度に計画された． 

本工事は，下流側幹線の管渠築造と供用中の上流側幹線との地中接合を凍結工法にて行うものである．

接合作業時のシールドマシンの変形により，凍土がシールド周面からはく離するのを防止するため，変形

解析を行い，開口部を鉛直支保工で補強した．本報告では，シールドマシン内空の変位を限りなくゼロに

近づけるための変形解析，変位抑制対策について述べる． 

 

     Key Words : 地中接合, 大深度, 凍結工法,変形解析,鉛直支保工 
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１． はじめに 

 

 東京都下水道局は，近年頻発する豪雨による浸水

被害から都民を守るため，管渠やポンプ所の整備を

進めている．港区赤坂，溜池地区，中央区銀座，築

地地区では，既設管渠の流下能力が不足しており，

浸水対策強化が急務となっている．また，これらの

地区は，合流式下水道で整備され，一定量以上の降

雨により，汚水混じりの雨水の一部が皇居内濠や築

地川へ放流され閉鎖性水域の水質悪化の一因となっ

ている．このような課題に対し，浸水被害を軽減し，

閉鎖性水域への水質改善対策として放流先を隅田川

へ変更するために，第二溜池幹線工事を計画した． 

 本稿は，第二溜池幹線工事の虎ノ門駅直下の大深

度，高水圧下における凍結工法による管渠の地中接

合において変形解析の実施および変位抑制対策につ

いて設計，施工事例の報告をするものである．  

 

                            

２． 工事概要 

 

 第二溜池幹線は，上流側（仕上り内径 6 500mm×

延長 1 995m）および下流側（仕上り内径 8 000mm×

延長 2 517m）からなる全長 4 512m の幹線であり，

都心の幹線道路下，土被り約 40m の大深度に計画さ

れた．事業効果を早期実現するため，上流側の施工

を先行させ，平成 13 年度から雨水を一時的に貯留

する暫定貯留管（約 53 000 ㎥）として既に供用し

ている．図-1に路線全体図を示す．その際，シール

ド到達後にシールド設備を解体し，仮壁の設置を行

ってシールド面板，外殻を残置した（図-2）． 

本工事は，下流側区間の管渠を泥水式シールド工

法で築造し，供用中の上流側区間と地中接合をする

ものである． 

 

                                                              

３． 大深度，高水圧下における地中接合 

 

管渠の接合個所は，東京メトロ銀座線虎ノ門駅の

直下にあり，立坑の構築が困難であることから，非

開削で管接合を行った．また，虎ノ門駅の直下での

管接合となるため，施工による地盤への影響を東京

メトロの定める管理値の±3.5 ㎜以内とする必要が

あった．そこで，土被り約 40m の大深度，地下水圧

約 0.4MPa の高水圧下で行う管接合工事となること

から，補助工法には，他の地盤改良工法と比較して

施工実績も多く，改良体の強度，信頼性が高く，高

い止水性が得られる凍結工法を採用した．  

しかしながら，凍結工法はひとたび出水が生じる

と，それによって凍土の融解が拡大し，接合個所か

ら大量の土砂と地下水の流入を管内に招く恐れがあ

る．この場合，坑内の作業員が危険にさらされ，地

下埋設物の沈下や道路の陥没を引き起こす可能性が

あり，不測の事態への対策が必要であった．また，

発進立坑は，接合個所から約 2.5km 離れた勝どきポ

ンプ所建設用地内に設置する必要があり，緊急時対

応など，きわめて厳しい施工環境の工事であった． 

 

 

４． 地中接合工事検討会の設置 

 

凍結工法は，凍土が適切に維持されていれば非常

に信頼性が高い工法であるが，地下水の坑内への出

水という大きなリスクがあり，小さなトラブルが大

規模なトラブルに発展する可能性があることが危惧

される．そこで，工事の安全性を高めるため，「地

図－2 管接合部断面図 
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盤凍結工法による地中接合工事検討会」を設置した．

検討会では，凍結工法の設計，施工の経験のある職

員をメンバーにするとともに，過去の出水事例の事

故原因を究明し，施工上の問題点を抽出した． 

出水原因には，構造物の急激な変形に伴う凍土の

はく離によるものと，凍土面の温度上昇による融解

によるものがある． 

そこで，①凍土のはく離を防止するため，シール

ドマシン内空の変位を限りなくゼロに近づけるため

の変形解析を行い，施工を実施する，②凍土の融解

を防止するため温度管理を徹底する，③事故発生時

の被害を最小限にすることを最重要課題とし，施工

前および施工段階における検討，緊急時対策につい

て各々実施した． 

 

 

５. 施工前における検討 

 

 凍上，沈下変形の影響を最小限にするため，以下

の事前検討を行った． 

 

5-1変形解析による凍結範囲の検討 

凍結工法では，接合作業時のシールドマシンの変

形により，凍土がシールド周面からはく離し，出水

が始まると，流水に触れた凍土は急激に融解が進み

はく離が開口部まで達すると大規模な出水に至る．

そこで、シールドのバルクヘッド解体に伴うシール

ドスキンプレートの変形解析を実施し，内空側への

変形が想定される範囲は凍土で覆うこととした．解

析の結果，①上流幹線側は剛性が高く，解析上，変

位のないシールド部の撤去端部を不動点とし，そこ

から 2 500 ㎜を凍着長とした．②下流幹線側は，解

析上，変位のないシールドの中折れ部端部を不動点

とし，そこから 2 500 ㎜を凍着長とした．③下流幹

線側凍着部の凍土厚は，貼付凍結管のみで造成可能

な 400 ㎜とするが，恒久（耐久）グラウトを用いた

補足注入により，地中の空隙を充填することで，地

下水の侵入を防ぐこととした．④管接合部は，バル

クヘッド解体時にシールド外胴のみでも土圧，水圧

に対抗できるよう応力計算を行い，凍土厚を 1 950

㎜とする，最適な凍土造成範囲（図-3）を決定した． 

 

5-2地中接合の施工時期の検討 

地中接合時の台風，落雷等による突発的停電によ

る地中温度上昇等のリスクを最小限とするため，地

中接合の施工時期を冬季（平成 25 年 12 月 30 日か

ら平成 26年 3 月 29日）とし，凍土造成の工程管理

を行うこととした． 

 

5-3凍上，沈下の影響検討 

本工事の接合個所は，東京メトロ銀座線直下に位

置するため，凍上沈下状況を常に把握するとともに，

凍上沈下の予測を立てて計測管理をする必要があっ

た．そこで，虎ノ門駅舎の凍上，沈下の影響につい

て，シールド掘進時，造成時，解凍時の FEM 解析を

虎ノ門駅舎下端の 3 点について行った．解析の結果，

鉛直変位が最大で±2.7 ㎜となり，東京メトロが定

める管理値内（±3.5 ㎜）となった．解析モデルを

図-4に、結果を表-1に示す． 
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5-4変形シミュレーションの実施および変位抑制 

シールドのバルクヘッドはシールドのスキンプレ

ートを補強する機能があるため，これを解体すると

シールドのスキンプレートが変形する．そこで、バ

ルクヘッド分割撤去時のシールドスキンプレートの 

変形を最小限にし，凍土のはく離を抑制するため，

バルクヘッド解体時の変形逐次解析および変位抑制

対策を検討した．内空変位を限りなくゼロに近づけ

るために，鉛直支保工の設置による変位抑制を行い，

また，搬出時の運搬や作業の効率性，経済性を踏ま

え，解体を 18 分割して管頂部から小さなブロック

ずつ解体することで，凍土のはく離を抑制すること

とした．解析の結果，最小変位はブロック②，④で

-0.1 ㎜，最大変位はブロック⑩で 0.8 ㎜に抑える

ことができた（図-5）． 

                                                             

5-5シールド解体時における熱影響解析 

シールドのバルクヘッドを解体する際，多量の熱を発

生するガス溶断を行うと凍土面の温度が急上昇する可能

性がある．そこで，熱の発生が少ないウォールソーによ

る切断を採用することが考えられた．しかし，本工事で

は，溶断時のスキンプレート周囲の凍土への温度解析を

した結果，一個所の溶断時間を 60 分以内，溶断間隔を

180 分以上とするガス溶断サイクル（図-6）にすること

で凍土融解を最小となる解析結果が得られ，施工性を考

慮して，ガスによる溶断を採用した．なお，施工時には，

ガス溶断による火花がシールド内部にあたることによっ

てシールド外殻の温度上昇も考えられるため，シールド

内面を不燃性の防熱材（グラスウール）で防護した． 

 

 

６.施工段階における検討 

 

掘削は下流幹線側から行い，シールド内側の鋼材を切

断，撤去しながら掘削した．施工実績について，以下に

示す． 

 

6-1凍土造成 

 

（1）凍土造成，維持 

必要凍土厚を確保するために，シールド内部から放射

状に埋設する放射凍結管（L=6.4m×32 本 90A）および

各部内面に貼付凍結管を配置し凍土を造成した．凍土造

成には，ブライン方式を採用し，ブラインと呼ばれる不

凍液を循環させることで，凍土造成，維持を行った(写

真-1)． 

施工段階 
シールド工 凍結工 
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解析方法 FEM FEM FEM 

写真－1 管接合部凍土造成状況 
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図－6 ガス溶断サイクル 
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（2）凍土管理 

凍土の状態（凍土造成範囲，温度状況）やシール

ド周囲の止水状況を把握するため，地中およびシール

ド周面に図-7のように 6本の測温管を放射状に設置し，

一本の測温管に 5 つの測点を設け，測点全 30 地点で

凍土の品質を管理した．また，凍結設備の稼働状況を

確認するために，専任の管理者が 8時間ごとに設備点

検，ブライン，冷却水の温度測定を行った．  

凍土温度が-10.0℃以下になると，設計強度を持っ

た凍土が形成されたものとして，地中接合作業を開始

するが，凍土の強度不足による掘削面の崩壊が起こら

ないよう，表-2のような温度管理基準を定め，凍結速

度のチェックや凍土造成範囲の予測を行い，温度変化

には細心の注意を払いながら凍土温度を管理した． 

なお，凍土造成開始後 148日でマシン解体を開始し，

管接合に 90 日の期間を要した．必要以上の凍土造成

を防止するため，管接合の間，1 次管理値である-

15.6℃を基準に管理し，凍土温度は-13.9℃から-

17.8℃で推移した（図-8）． 

 

6-2 凍上，沈下計測 

 

本工事では，地中接合工事による東京メトロ銀座

線の影響を監視するために，駅軌道階に沈下計を設置

し，軌道の隆起と沈下を自動計測した．計測は，遠隔

監視と管理値超過時に携帯電話に通知できるシステムを

導入し，現場事務所で監視した．なお，凍土の解凍には

強制解凍を採用し，空隙部に充填注入を行い沈下を抑制

した．計測の結果，事前の FEM 解析結果（表-1）よりも

凍上，沈下の影響が少ない結果（表-3）が得られた．こ

れは，凍結管の間欠運転および冷却液の温度調整を適切

に行いながら，凍土の必要以上の成長を防止して隆起を

抑制したことによるものと考えられる． 

施工段階 
シールド工 凍結工 

掘進完了時 造成完了時 解凍完了時 

鉛

直

変

位 

最大値 -0.4mm +2.4mm -1.9mm 

累計値 -0.4mm +2.0mm +0.1mm 

 

表－3 凍上，沈下計測値 
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図－7 測温管断面図 

①凍土の厚さ（地中温度計測結果より得られる凍土厚） 

LEVEL 状態 管理基準 

１ 注意段階 凍土厚 1.85m 

２ 警戒段階 凍土厚 1.70m 

３ 緊急事態 凍土厚 1.60m 

②貼付凍結部の温度 

LEVEL 状態 
管理基準（T：貼付凍結部の

温度） 

１ 注意段階 －8℃より高い 

２ 警戒段階 －5℃より高い 

３ 緊急事態 －2℃より高い 

③凍着部の温度勾配（温度/日） 

LEVEL 状態 管理基準 

１ 注意段階 ＋1.0℃／dayを超過 

２ 警戒段階 ＋2.0℃／dayを超過 

３ 緊急事態 ＋3.0℃／dayを超過 

警戒段階：作業を中断し、防熱措置実施、凍結運転強化して待機。 

緊急事態：出水の恐れがあり作業継続不可能な状態。 

各判断基準のいずれかがＬＥＶＥＬ３に達した場合、緊急事態対応に移行する。 

 

表－2 凍土温度管理基準 
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6-3地中接合 

 

（1）仮設工 

シールドのバルクヘッド解体に伴う開口部の急激な変

形を抑制し，凍土がスキンプレートからはく離して出水

する不測の事態に備えるため，鉛直支保工（上流幹線側 

H400×400×2 本 下流幹線側 H498×428×2 本）をシー

ルド内に設置し，開口部補強を行った（写真-2）．鉛直

支保工は，①変形量が大きい切羽側のバルクヘッドの直

後に 2個所，②止水構造上重要である凍着部の変形を抑

制するために凍土造成範囲の端部に 2個所，合計 4個所

配置した（図-9）． 

 

（2）掘削工および止水工 

バルクヘッド解体時の変形逐次解析をもとに，管頂か

ら円周方向に 18 分割に区切って順次，掘削を行うこと

でシールドの変形を最小限にし，凍土の融解とはく離を

防止した．掘削は，下流側から，シールド内側の鋼材の

切断，撤去と人力のはつりを繰返しながら掘削を進め，

上流側に到達した個所から順次，止水鉄板を貼り付け，

水みちが発生していないことを確認しながら施工を進め

た．さらに，掘削および止水鉄板の設置を全周完了後す

ぐに鋼製セグメントを組み立て裏込め材を注入すること

で，確実な止水が可能となった（図-9）． 

 

（3）内空変位管理 

施工中は，レーザー距離計でシールドの内空変位の 

変化を表-4のような管理値を定め，常時計測した．鉛直 

支保工による変位抑制対策の結果，バルクヘッド解体時

の鉛直方向の変位は-0.5 ㎜以下，水平方向の変位は

0.25 ㎜以下に抑えることができ，内空変位を限りなく

ゼロにすることができた（図-10）．  
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図－○ 凍土温度の時系列変化（測温管 901-bの例） 

2013/12/30 
凍土造成完了 
マシン解体開始 

2014/3/29 
一次覆工完了 
維持運転停止  

2014/4/9 
強制解凍開始 

2014/6/30 
強制解凍終了 

2013/8/5 
新設側 
凍土造成開始 

2013/12/7 
既設側 
凍土造成開始 

図－8 凍温度の時系列変化（測温管901-B） 

 

 

管接合 90日 凍土造成 148日 

図－9 鉛直支保工設置位置，止水工詳細図 

 

三次管理値 -11.1℃未満 

二次管理値 -12.9℃未満 

一次管理値 -15.6℃未満 

写真－2 下流側シールド鉛直支保工 

①  ②  ②  ①   
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７.緊急時対策 

 

本工事発進立坑は，前述のように，地中接合個所から

約 2.5km下流にある勝どきポンプ所建設用地内にあり，

緊急時対応について，以下の対策を実施した（図-11）． 

 

7-1断水，停電時対策 

凍結設備の故障などによる運転停止から復旧までにお

いて，防熱措置を施すことによる凍土維持可能時間を解

析し，その時間内に設備を復旧できるよう訓練を実施し

た．また，断水時にも凍結ブライン冷却水を供給できる

よう，場内に清水槽（写真-3）を常備した．東京電力か

らの電力供給がストップした場合に備え，凍結プラント

の稼働を維持できるよう，非常用電源（写真-4）を地上

部に配備し，停電時に電源供給の切り替えを自動ででき

る受変電設備を常備した． 

 

7-2浸水対策 

万が一出水による 2次災害を防止するため，シールド

内に地下水，土砂などの流入量を最小限に抑える目的で

仮壁（写真-5）を 3 個所設置した．また，仮壁内への流

入水を抑え，構造物や地盤への影響を最小にするため，

坑内に水を貯留し仮壁内への注水設備を常備した．さら

に，仮壁の閉塞，注水方法等の緊急時防災訓練を繰り返

し実施した．結果としては，重大事故や出水事故はなく，

緊急時対策を活用することなく安全に地中接合を終える

ことができた． 

管理値 内空変位量（㎜/日） 対応 

1次 

管理値 

±3㎜ 

(2次管理値の80％) 

ｼｰﾙﾄﾞ内での火気及び水

の使用禁止 

2次 

管理値 

±4㎜ 

(限界値の80％) 

作業の一時中止 

作業員は待機 

限界値 ±5㎜ 

(過去事例値) 

作業の中止 

作業員退避 
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図－10 内空変位の計測結果 

2013/12/30 
凍土造成完了 
マシン解体開始 

2013/12/28 
初期値設定 

2014/03/07 
バルクヘッド 
解体完了 

解体時の最大変位 
-0.5mm 

表－4 内空変位管理値 

図－10 内空変位の計測結果 

写真－5 ②仮壁 

写真－4 ⑥予備発電機 

写真－3 ⑤清水槽 

-1 

-2 

-3 
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８.おわりに 

 

シールド工事の接合個所は，立坑を設置して接続する

ことが基本である．しかし，都心部のような大都市エリ

アにおいては，立坑用地の確保が年々困難になっており，

道路占用に伴う交通規制による交通環境の影響を考える

と必ずしも立坑用地を確保できるとは限らない． 

本地中接合工事は，虎ノ門駅という重要構造物の直下

にあるとともに，地下埋設物も多数輻輳し，大深度，高

水圧という厳しい施工環境であった．そのため，万一の

場合，都市活動に大きな影響が与えることとなる．そこ

で，局内に検討会を設置して発注者，受注者の協力体制

のもと，凍土の融解を防止し，凍上，沈下量を管理値以

下に抑えることができた．また，鉛直支保工による変位

抑制対策が有効に働き，シールドの内空変位が鉛直変位

-0.5 ㎜以下，水平変位 0.25 ㎜以下となり，変位を限り

なくゼロに近づけることができた． 

今後は，凍土造成範囲検討時に鉛直支保工の形状，数

量を考慮することで，より安全に配慮した凍土造成がで

きると考えている．現在，強制解凍による凍土の解凍も

完了し，平成 26 年 8 月現在，事後計測段階にあり，工

事も完了に向かっているところである（写真-6）．今後

も大都市において大深度，高圧下における地中接合工事

の増加が想定されるなか，本報告が参考になれば幸いで

ある． 
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図－11 緊急設備模式図 

 

写真－6 地中接合部 

- 8 -




